
平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

                                 産業観光局 

事務事業名 「新・京都市産業振興ビジョン（仮称）」策定事業 

新規・継続の別 新規 

予  算  額 10,000 千円 
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未来まちづくり推進枠 

担  当  課 商工部 産業政策課 （２２２－３３２５） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 
京都市では，ものづくりの視点から京都経済の活性化を図るための施策・事業をま
とめた「京都市スーパーテクノシティ構想」（平成14年3月策定）に基づき産業振興
施策を推進している。この構想の計画期間が平成22年度に終了することに伴い，その
後の本市における産業振興政策の基本的な考え方を示した「新・京都市産業振興ビジ
ョン（仮称）」を策定する。 
なお，「新・京都市産業振興ビジョン（仮称）」＜計画期間（平成23年～27年度）
＞の開始年度が「次期京都市基本計画（仮称）」と同じであるため，同計画を上位計
画とした分野別計画と位置付け，連動した形で策定作業に取り組む。 
 
［事業概要］ 
 京都市内の総生産，産業構造等を分析するとともに，平成21年度に設置した学識経
験者や経済界の関係者，公募市民などで構成する「新・京都市産業振興ビジョン(仮称)
策定検討委員会」において，中小企業やコンテンツ産業の振興，環境・エネルギー分
野への支援など，幅広い観点から本市の産業振興における重点戦略の検討を行い，平
成22年度中に新たなビジョンを策定する。 
 
（参考）検討委員会 
・ 委員長  篠原総一 （同志社大学経済学部教授） 
・ 副委員長 牧野圭祐 （京都大学産官学連携本部長，副理事） 
・ 委員数   ２４名 

（今後のスケジュール） 
  平成22年 9月 中間案のとりまとめ 
        10月 パブリックコメント実施  
   平成23年 2月 最終案のとりまとめ 
            3月  「新・京都市産業振興ビジョン(仮称)」策定 
 
［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 
 



平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

         産業観光局     

事務事業名 「上海国際博覧会」への出展 

新規・継続の別  新規 

予  算  額 17,500 千円  
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未来まちづくり推進枠 

担  当  課 商工部 産業政策課 （２２２－３３２５） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 
国際博覧会としては過去最多の7,000万人の入場者が予想される2010年上海国際博
覧会に，京都府，京都商工会議所等との連携の下で出展し，長い歴史に培われた京都
の伝統文化や魅力ある観光資源等のＰＲを行う。 
この博覧会を通じて，中国経済の中心地である上海から京都の様々な魅力を発信し，
京都に関する理解度や知名度の更なる向上を図り，京都を訪れる中国人観光客数の増
加，伝統産業をはじめとする「ものづくり産業」の販路拡大等による京都経済の活性
化を目指す。 
 
［事業概要］ 
（１）日本館への出展 
  日 時：平成22年10月16日（土）～21日（木） 6日間 
  場 所：日本館イベントステージ 
  内 容：文化・観光・伝統工芸のＰＲ等を行う。 
       
（２）大阪館での京都ＰＲ 
  日 時：平成22年5月1日（土）～10月31日（日） 万博開催期間（184日間） 
  場 所：大阪館内における「関西都市魅力コーナー」等 
 内 容：関西の各自治体と連携して出展し，映像等により京都の魅力をＰＲする。 
 
（３）その他 
  日本館への出展期間中，他会場（市内のホテル等を想定）でのＰＲ活動も検討中 
 である。 
 
 
［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 
 



                                                 

[日本館概要] 
 愛 称  紫蚕島（かいこじま） 
 開 催 期 間  平成 22 年 5 月 1 日～10 月 31 日（184 日間） 
 開 館 時 間  9:30～22:30（13 時間） 
 出 展 テ ー マ  「こころの和・わざの和」 
 展示メッセージ  「つながろう！調和のとれた未来のために」 
 シンボルマーク  「笑顔のつながり」 
 面    積  6450 ㎡（イベントステージ 385 ㎡） 
 想定来場者数  300 万人 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
イベントステージ 

 

[大阪館概要] 
 開 催 期 間  平成 22 年 5 月 1 日～10 月 31 日（184 日間） 
 開 館 時 間  9:30～22:30（13 時間） 
 出 展 エ リ ア  ベストシティ実践区の共同館（B4-1 号館） 
 出 展 テ ー マ  「環境先進都市・水都大阪の挑戦」 
 面    積  646 ㎡ 
 想定来場者数  140 万人 
                大阪館平面図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

関西都市魅力コーナー   関西ギャラリー 



 
平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

                                産業観光局 

事務事業名 中小企業金融支援事業 

新規・継続の別 継続 
予  算  額 130,102,046 千円 

未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 局配分枠 

担  当  課 商工部 産業政策課 （２２２－３３２５） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

京都市では，中小企業者の資金繰りを応援する「京の企業いきいき金融支援」を府と共同で推進し，
多くの企業に御利用いただいている。 
長引く景気低迷の影響を受け，市内中小企業を取り巻く経営環境は依然として厳しい状況が続
き，今後の先行きについても不透明感が払拭されない中，市内中小企業への資金繰り支援につい
て，引き続き積極的に取り組んでいく。 
 

［事業概要］  
（１）「不況対策緊急融資」の創設 
  市府協調により，売上等が減少している中小企業者の資金繰りの安定化を図る。 
○融資限度額：２億８,０００万円 
○融資利率：年１．８％ 
○融資期間：１０年以内 

（２）「雇用促進支援融資」の創設 
京都の雇用環境は依然として厳しい状況が続いているため，市府協調により，「京都未来を
担う人づくり推進事業」などと連動し，前向きに雇用確保に取り組む中小企業を支援する。 
（雇用一般） 
○融資対象者：新たに常用労働者を雇用しようとする市内中小企業者 
○融資限度額：２億８,０００万円 
○融資利率：年１．９％ 
○融資期間：１０年以内 

 （雇用特別） 
○融資対象者：「京都未来を担う人づくり推進事業」（※）等を活用して雇用確保を図る 

市内中小企業者 
○融資限度額：２億８,０００万円 
○融資利率：年１．７％ 
○融資期間：１０年以内 

※「京都未来を担う人づくり推進事業」 
府・市・京都商工会議所・大学コンソーシアム京都の産学公が連携し，大学での人財養成
講座やサポーター企業での実践研修等を通じ，府内企業における中核即戦力人材を育成する
事業（事業推進母体：京都未来を担う人づくりサポートセンター） 

 

［参考（他都市の状況・事業効果など）］   



平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

                                 産業観光局 

事務事業名 「京都市商業活性化アクションプラン（仮称）」の策定

新規・継続の別 新規 

予  算  額 1,700 千円  
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 局配分枠 

担  当  課 商工部 商業振興課 （２２２－３３４０） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 
京都市では，平成16年3月に策定した「おいでやす京の商い～京都市商業ビジョン
2004～」に基づき，積極的な商業振興に取り組んできた。平成22年度をもって同ビジ
ョンの計画期間が満了するため，近年の厳しい経済状況や環境の変化等を踏まえ，新
たに「京都市商業活性化アクションプラン（仮称）」を策定する。 
 
［事業概要］ 
学識経験者，商業者，市民公募委員等で構成する「京都市商業活性化アクションプ
ラン（仮称）策定委員会」を設置し，「おいでやす京の商い～京都市商業ビジョン2004
～」終了後の3年間（平成23年度～平成25年度）に取り組むべき商業振興策につい
て検討を行い，新たなアクションプランを策定する。 
 
[スケジュール（予定）] 
平成22年5月  策定委員会，ワーキング部会設置 

8月 「京都市商業活性化アクションプラン（仮称）」中間案とりまとめ 
         中間案に対するパブリックコメント実施 
平成23年1月  最終案とりまとめ 

3月 「京都市商業活性化アクションプラン（仮称）」策定 
    
 
 

 
 
［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 
 



平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

                                 産業観光局 

事務事業名 「京都市商店街の振興に関する条例」PR 事業 

新規・継続の別 新規 

予  算  額 2,000 千円 
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 局配分枠 

担  当  課 商工部 商業振興課  （２２２－３３４０） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 
 商店街は，これまで地域コミュニティの核の一つとして重要な役割を占めてきた。
最近は，商店街への未加入の店舗が増加し，統一性や協力体制の弱体化など，活力低
下につながる課題が発生している。 
このため，魅力ある商店街の形成と，商店街の振興を通じた地域の発展及び市民生
活の向上を目的とした「京都市商店街の振興に関する条例（※）」を平成21年度に制
定する。平成22年度は，同条例の趣旨を広く周知し，理解を深めていただき，実効性
あるものとするため，積極的なＰＲ事業を展開する。 

 

※「京都市商店街の振興に関する条例」について 

 商店街の振興に関し，その基本理念や事業者，商店会，商店会連合会及び本市の責
務を明らかにするとともに，商店街の振興に関する施策の基本となる事項を定めるこ
とにより，商店街の振興を総合的に推進し，もって地域の発展及び市民生活の向上に
寄与するために制定する。 
 
［事業概要］ 
地域における商店街の役割や，商店街の振興を通じた地域社会の発展，きずなづく
り等について，広く意識の共有を図る。 
１ 市民，事業者，商店会等を対象としたシンポジウムの開催 
   平成２２年４月下旬～５月上旬（予定） 
２ 条例のＰＲパンフレットの作成 
 
 
［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 
 
 



平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

                                 産業観光局 

事務事業名 「未来の名匠（仮称）」制度の創設 

新規・継続の別 新規 

予  算  額 3,500 千円 
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 局配分枠 

担  当  課 商工部 伝統産業課  （２２２－３３３７） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 
 京都市では，伝統産業の振興・発展に向けた基盤づくりを推進するため，昭和42年
度から，若手の技術後継者に対して育成資金を交付する「京都市伝産業技術後継者育
成制度」及び，伝統産業の維持発展に功績のあった熟練技術者を表彰する「京都市伝
統産業技術功労者顕彰制度」を実施してきた。 
しかしながら，需要の低迷や海外製品の大量流入，価格競争の激化など，本市の伝
統産業を取り巻く状況は大変厳しい。 
そこで,伝統産業界において中核を担いつつある中堅技術者に対する表彰や奨励の
制度を構築し，伝統産業の活性化を図る。 
  
 
 
［事業概要］ 
平成22年度は，新たに「未来の名匠（仮称）」制度を創設し，中堅技術者を支援し
ていく。 
優秀な技術者となることが嘱望される中堅技術者を表彰するとともに，作品発表を
支援することにより，意欲の向上を図り，伝統産業の活性化を図る。 
 
なお，本事業は，平成18年度に策定した「京都市伝統産業活性化推進計画」におい
ても，具体的な取組項目（※）として掲げている。 
（※）「京都市伝統産業活性化推進計画」において，これまでの顕彰制度に加えて，中堅技術
者に対する表彰，奨励が必要であることを掲げている。 
 
 
［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

 
 



平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

                                 産業観光局 

事務事業名 
伝統産業における技術後継者育成に向けた 

工程別技術者調査（仮称）の実施 

新規・継続の別 新規 

予  算  額 1,000 千円 
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 局配分枠 

担  当  課 商工部 伝統産業課 （２２２－３３３７） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 
 京都の伝統産業製品の多くは分業により製作されている。しかしながら，伝統産業
職人の高齢化や後継者の減少のため，作業工程を支える職人が不足し，生産体制の維
持が困難な状況に陥っている。 
また，平成15年度の京都市ものづくり産業調査の「後継者に関するアンケート」に
おいて，今後「廃業する」と回答した事業者が半数を超えた。 
そこで,技術後継者の育成に向けた問題点を把握するため,分業体制を取っている伝
統産業の業種のうち，特に課題が多い業種や工程を明らかにする。 
 
［事業概要］ 
｢工程別技術者調査（仮称）｣を実施し，後継者育成に向けた支援策を検討する。 
 ○調査方法 
  専門の学識経験者に調査を委託する。 
 ○時期 
平成22年6月 調査委託 

  平成23年3月 調査結果の取りまとめ  
 
 
 
 
［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 
 



平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

                         産業観光局 

事務事業名 「知恵産業融合センター」の創設 

新規・継続の別 新規（一部継続）

予  算  額 16,500 千円  
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未来まちづくり推進枠

（一部局配分枠） 

担  当  課 産業振興室 （２２２－３３２４） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 
京都には，伝統産業の技術を効果的に活用し，世界に冠たる企業に成長した事例や，
伝統産業と先端産業の融合によって，新商品の開発に成功した事例が数多く生まれて
いる。 
しかしながら，伝統産業系の企業の中には，潜在する自社の技術の強みに気付いて
いない場合や，優れた伝統技術を新商品の開発等に生かしきれていない場合もある。 
そこで，そうした企業に自社の強みを再認識してもらうとともに，伝統産業と先端
産業を融合することにより，それぞれの技術を効果的に生かした新技術・新製品の開
発，新事業の創出等を促進するため，「知恵産業融合センター」を創設する。 
 
［事業概要］ 
「知恵産業融合センター」は，平成22年 10 月の京都市産業技術研究所の立地的統
合(※)に合わせて，同研究所内に設置する。センターでは，これまで培ってきた中小
企業の技術支援や，伝統産業と先端産業を融合した研究開発実績のノウハウを効果的
に生かした取組を新たに展開する。 
 また，「知恵産業のまち・京都」の推進を掲げる京都商工会議所とも連携し，伝統
産業と先端産業の融合事例の創出を，引き続き加速化させる。 

 
※産業技術研究所工業技術センター及び繊維技術センターを建設中の京都リサーチパーク地区９
号館に統合 

 知恵産業融合センターの主な機能 

 （1）研究開発支援 
     伝統産業と先端産業の融合等による新たなプロジェクトの創出を促進するた

めのコーディネーターを配置するとともに，コーディネーターが発掘した案件等
の中から，事業化（商品化）の可能性が高いテーマに対して，研究開発を支援す
る。 

 
（2）人材育成 
    主に伝統産業系の企業を対象として，自社の技術を新たな商品開発や事業展開

につなげる発想や，事業設計手法を学ぶためのセミナー等を開催する。 
 
［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 
 





平成２２年度 京都市予算案 事業概要 
産業観光局 

事務事業名 医工薬産学公連携支援事業 

新規・継続の別 新規 

予  算  額 20,000 千円 
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未来まちづくり推進枠 

担  当  課 産業振興室 （２２２－３３２４） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 
  京都市では，「京都バイオシティ構想」（平成14年 6月策定）に基づき，重点分
野の一つに掲げる「医学と工学の融合分野」における最先端技術の研究開発と事業化
を推進している。 
最先端技術の研究開発については，「京都市地域結集型共同研究事業」(平成16年
度～21年度)をＪＳＴ（(独)科学技術振興機構）の支援を受けて実施し，京都大学を
中心とする大学，地元の研究開発型企業等の結集により，商品化2件のほか，事業化
に期待のできる成果を多数創出するに至っている。 
今後は，この間の医工連携による研究開発成果を利活用させる地域の研究開発拠点
である地域ＣＯＥ（Center of Excellence）を構築し，事業化・産業化を一層推進し
ていく。 
 

［事業概要］ 
京都大学内に整備される「先端医療機器開発・臨床研究センター」に「京都市医工
薬産学公連携支援オフィス」を設置し，京都大学を中心とする医学・工学・薬学の融
合分野における産学公連携支援活動を実施することにより，京都地域における医療産
業の振興を図る。 

 ※１ 京都大学「先端医療機器開発・臨床研究センター」は，「未来の京都まちづくりマニフェス
ト」に掲げられた「京都医工研究センター」の機能を担う。 

※２ 京都大学「先端医療機器開発・臨床研究センター」の完成が平成23年 3月予定のため，平
成22年度については，暫定的に「クリエイション・コア京都御車」を活動拠点とする。 

医工薬産学公連携支援事業の主な取組 

（１）産学公連携コーディネーション活動 
コーディネーター，アドバイザーを配置し，京都大学医学部附属病院（医療現場）
の医療ニーズと京都大学工学部，薬学部等や，企業の有する技術シーズをコーディ
ネートする産学公連携支援活動を実施する。 

（２）シンポジウム・研究会の開催 
医療機器，医薬品の実用化に向けた最新情報や，有益な情報を提供するシンポジ
ウム・研究会を定期的に開催する。 

 



医工薬産学公連携支援事業とこの間の取組経過 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

京都市地域結集型共同研究事業 
ＪＳＴ地域結集型共同研究事業（平成１７年１月～２１年１２月) 
○ 「京都バイオシティ構想」（平成１４年６月策定）に掲げる重点３分野の一つである「医
学と工学の融合分野」における最先端技術の研究開発と事業化の取組 

○ 事業終了後には，京都市が中心となり，医工連携の研究開発拠点（地域ＣＯＥ）となる
「高次生体機能医工連携センター（仮称）」を整備推進 

医・工・ライフサイエンス連携プロジェクト検討委員会の開催 
（平成２０年度～２１年度） 

目的：① 京都バイオシティ構想の更なる推進 
② 医療を核とした融合分野における新たな連携プロジェクトの検討 
③ 「京都医工研究センター」の理念，整備手法等の検討 

構成：京都大学の医学，薬学，農学，工学，理学，情報学，生命科学，再生医科学研
究所の各研究者，地元企業，行政関係者 

医工薬産学公連携支援事業 
（平成２２年度～） 

京都市地域結集型共同研究事業終了後の京都地域における医療産業振興を図るため，「医・
工・ライフサイエンス連携プロジェクト検討委員会」における意見を踏まえ，京都大学「先端
医療機器開発・臨床研究センター」内の「京都市医工薬産学公連携支援オフィス」を拠点に，
医工薬分野の産学公連携支援活動を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

門川市長マニフェスト（平成２０年１月） 
○京都大学の医工連携の研究成果を中核にして，京都の産学
公の知的資産を結集する「京都医工研究センター」を誘致

医療機器メーカー 

等の民間企業 

連携コーディネーター

事務スタッフ

医療ニーズの情報伝達， 

情報交換・交流の場の提

供 

医療ニーズの

情報収集 

産学連携のサポート， 
情報交換・交流の場供の提供 

京都大学 
各研究科 

地域の 

産業支援機関 

中立的な立場の京都市が

研究科間連携・産学連携を

サポート 

企業戦略の

情報収集 
支援メニューの 

収集 

各機関の活動に

資する情報 

産学連携のサポート

京大医学部 
附属病院 

京都市医工薬産学公

連携支援オフィス 

研究シーズの

探索・収集 

各 ア ド バ イ ザ

ー 

検討委員会の意見を踏まえ 



平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

                         産業観光局 

事務事業名 コンテンツ産業推進事業 

新規・継続の別 新規（一部充実）

予  算  額 20,000 千円  
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未来まちづくり推進枠 

担  当  課 産業振興室  （２２２－３３２４） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 
高い経済波及効果や市場の成長が見込まれるマンガ・アニメ，映画，ゲームなど，
京都が有するコンテンツの強みを生かした産業振興の在り方について，平成20年度か
ら「京都市コンテンツビジネス研究会」を設置し，検討を行うとともに，平成21年9
月から10月には，京都が持つコンテンツの魅力を国内外に広く発信する「KYOTO 
CMEX2009」を開催した。こうした取組の成果を踏まえ，京都のコンテンツ産業の更な
る振興と京都経済の活性化を図るため，様々な新規事業等を展開する。 
 
［事業概要］ 
 （1）クリエイター人材育成事業（新規） 
     本市に立地するコンテンツ系大学等の豊富な人材を生かし，幅広いニュービジ

ネスを創出するという視点から，マンガ・アニメ，映画，ゲームなどの各コンテ
ンツ分野が融合するクロスメディア展開を促進し，新規商品やデザインを生み出
すクリエイター育成講座を実施する。 
また，京都市内の有能な若手クリエイターを発掘・育成するためのコンクール
を実施する。 

 
（2）KYOTO CMEX2010（KYOTO Cross Media Experience2010）（充実） 
    コンテンツ産業のクロスメディア展開を促進するため，マンガ・アニメ，映画，

ゲームなどのコンテンツ産業を支える人材の交流や京都が持つコンテンツのポ
テンシャルと魅力を国内外に発信することを目的としたイベント等を引き続き
京都府，京都商工会議所等と連携し，開催する。 

 
 （3）コンテンツのクロスメディア展開を促進するための組織の設立・運営（新規） 
   オール京都体制で，コンテンツ関連事業の連携を強化するための新しい組織を

設立し，京都のコンテンツ産業のクロスメディア展開を促進する。 
 
 
 
［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 
 
 



平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

                                 産業観光局 

事務事業名 中小・ベンチャー企業成長戦略支援事業 

新規・継続の別 新規（一部継続）

予  算  額 21,000 千円 
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未来まちづくり推進枠（一

部局配分枠） 

担  当  課 産業振興室 （２２２－３３２４） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 
 京都市では，(財)京都高度技術研究所（ASTEM）と(財)京都市中小企業支援センターが
中核となり，新産業の創出，経営・金融面での支援など，多方面にわたり，産業活性化
の取組を推進してきた。 
平成21年10月1日の両財団の統合を踏まえ，（財）京都高度技術研究所が有する産
学連携及び新事業創出，ＩＴに関する高度な技術力等のノウハウと京都市中小企業支援
センターが有する経営，金融面での相談，支援機能等のノウハウとの相乗効果を発揮す
る，新たな産業支援施策を実施する。 
 

［事業概要］ 
(1)  市内中小企業のＩＴ化：SaaS（※）をはじめとした最適なIT利活用の促進（継続） 
(2)  市内IT企業の振興：市内IT企業のSaaS開発支援等（継続） 
(3)  中小ＩＴ企業振興のための「チームASTEM」プロジェクトの実施（新規：一部継続）
（別紙参照） 

(4)  産学公の連携により，新たなプロジェクトの事業化を進めていくための方策，内容
を検討し，国等の競争的資金の獲得を目指す。（継続） 

(5)  国の補助を受け，地域中小企業知財戦略コンサルティング事業を実施した企業等を 
対象に，特許分析の支援（特許マップ作成，見直し等），特許戦略策定の支援（出願
方針の検討や他社特許，業界動向の調査及び再調査），知的財産管理体制の稼働状況
の確認等を行い，中小企業の振興，経営の安定及び活性化を図る。（継続） 

 
（※）SaaS･･･中小企業自らがＩＴシステムを構築するのではなく，インターネットを介して， 

ＩＴシステムを利活用できる仕組み 
 
 
 
［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 
 



中小IT企業振興のための「チームASTEM」プロジェクトの実施

大手IT企業の下請けや派遣が主な収入元となっており、自社製品を持たず、会社としての技術蓄
積ができていない

※市内ＩＴ企業数：京都コンピュータシステム事業組合（ＫＣＡ）：会員数40社
京都府情報産業協会：会員数61社
その他多数

市内中小IT企業の現状

iPhone関連の最新技術を調査し、技術の蓄積を進めるとともに、新たなITビジネスの
「種」となるプロトタイプの開発をすることで、市内中小IT企業の企業競争力を向上させ、
市内IT産業の振興を図る。

平成21年度から開始している iPhoneの技術

のうち、
・個人認証
・誰でも利用できる使いやすい入出力技術
・音声認識
に絞って、技術蓄積を進める。

新技術の導入調査

以下の２つのプロトタイプを開発する。

１ セキュリティが高く、音声で操作できる
スケジュール管理システム開発

⇒音声で操作できる部分に先進性がある

２ 市内中小企業のためのネット販売促進
システムの開発

⇒中小企業でも導入しやすい安価で操作性
が簡単なものを開発する。

プロトタイプの開発

反映



平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

                         産業観光局 

事務事業名 中小企業パワーアッププロジェクト 

新規・継続の別 新規（一部継続） 

予  算  額 44,700 千円  
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未来まちづくり推進枠 

（一部局配分枠） 

担  当  課  産業振興室 （２２２－３３２４） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 
｢中小企業パワーアッププロジェクト｣は，成長意欲があるにもかかわらず，課題の
把握や対応策が十分でないなどの理由により伸び悩んでいる中小企業に対して，「企
業パワーアップコーディネータ」が直接出向いて課題等を整理し，「企業パワーアッ
プアドバイザー」が，中小企業支援センター（※）のネットワークを最大限活用し，
適切な支援策を実施することとしている。 
本事業は，平成２１年６月からスタートさせたが，訪問した企業の内，７割を超え
る企業から多様な要望や相談を受けている。その内訳は，販路開拓や外注先紹介のニ
ーズをトップに，経営相談，広報支援と続いているが，それ以外にも数多くある。 
そこで，こうした企業ニーズに十分応えるため，これまで市内中小企業の販路開拓・
技術マッチングを行ってきた「京都ものづくり企業縁むすびプロジェクト」の支援機
能を加え，｢中小企業パワーアッププロジェクト｣として，その支援事業を拡大･充実さ
せていく。 
※ 当センターは，平成22年4月に，京都リサーチパーク内にある財団法人京都高度技術研
究所と立地統合し，その相乗効果を最大限発揮することにより，産業支援機関としての
機能強化を図ることとしており，中小企業を対象とした「中小企業パワーアッププロジ
ェクト｣とベンチャー企業を対象とした「未来創造型企業支援プロジェクト」を柱として，
意欲ある中小･ベンチャー企業の支援を強化していく。 

 
［事業概要］ 
多種多様な企業ニーズに的確に対応する支援体制を確立するとともに，「京都もの
づくり企業縁むすびプロジェクト」の機能に加え，あらゆるビジネスマッチング機能
の拡大を図ることにより，市内中小企業の業績回復，事業推進等につなげていく。 
(1)企業パワーアップ支援体制の充実 
要望に対する適切な支援策を検討する「企業パワーアップアドバイザー」の体制 
をこれまでの２名から３名に充実させることにより，多くの支援ニーズに対応する。 
(2)販路開拓・技術マッチング支援事業 
これまでは，市内中小企業同士のマッチングを中心に行ってきたが，他都市企業， 
大企業とのマッチングや，海外進出のサポート等，支援メニューを拡大する。 
 (3)企業価値創出(バリュークリエーション)支援制度 
企業価値を高めようとする優秀な事業計画に対して認定する「オスカー認定」企 
業(現在100社認定)を拡大するともに，認定企業に対する支援策の充実を図る。 
 
［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 



平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

産業観光局 

事務事業名 
新産業技術研究所整備事業  
－イノベーションの創生に向けた新たな拠点整備－ 

新規・継続の別 継続 
予  算  額 4,690,000 千円

未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未来まちづくり推進枠 

担  当  課 産業技術研究所 

工業技術センター（３１１－３１７１） 

繊維技術センター（４４１－３１６５） 
[事業実施に至る経過・背景など] 
平成15年4月に工業試験場と染織試験場を組織統合して産業技術研究所を設置し，
両試験場をセンターへと名称変更するとともに，研究体制の再編を図り，これまで，
市内ものづくり中小企業の技術支援等に積極的に取り組んでいる。 
今後とも，京都のものづくり文化の優れた伝統を継承し，新しい時代の感性豊かな
先進産業技術を創造するためには，公設試験研究機関の更なる機能強化が必要である。
そこで,イノベーションの創生に向けた新たな拠点整備として，新産業技術研究所の整
備事業に取り組む。 
 
［事業概要］ 
工業技術センターと繊維技術センターの立地的統合を行い，本市の産業振興拠点の
一つであり，産業支援機関が集積する「京都リサーチパーク地区」（京都市下京区）
に，新産業技術研究所を開所する。 
新しい研究所で両センターが培ってきた特徴ある得意技術の進展・融合を図る。 

取組内容 

・京都市域産業におけるイノベーションの創出につなげるための技術支援の強化 
・研究開発事業の重点化，新たな事業への戦略的な取組 
・産学公連携の下，未来の活力の源泉となる「知恵産業」の創出 

今後の整備予定 

・～平成22年7月    建設工事 
・平成22年 8月    建物引渡し 
・平成22年 8月～9月 移転作業 
・平成22年 10月    開所 
 
［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 
  





平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

                                 産業観光局 

事務事業名 旅の本質を追求する京都観光総合調査の実施 

新規・継続の別  新規 

予  算  額 11,000 千円 
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未来まちづくり推進枠 

担  当  課 観光部 観光企画課 （２２２－４１３０） 

 
［事業実施に至る経過・背景など］ 
「未来・京都観光振興計画２０１０＋５」において，京都市では，新たな京都観光の
姿として，旅の本質を追求することとしており，京都観光の「質」をはかる「観光客
の満足度調査」を新たに実施する。 
また，観光庁では，平成22年度から，全国統一の共通基準に基づく観光入込客統計・
観光消費額統計の実施を計画しているため，京都市においても当該共通基準に合わせ
た調査を実施する。 
  
［事業概要］ 
（１）観光客の満足度調査 

京都観光の「質」をはかる指標として，観光客の満足度や京都のブランド力，
宿泊客数，滞在日数，経済効果などを把握するための新たな調査を実施する。 
 
（２）外国人観光客の調査 

外国人観光客の一層の誘致を図るため，外国人観光客に関する調査を充実させ
る。 
 
（３）全国統一の共通基準に合わせた観光入込客統計・観光消費額統計 

観光庁が平成22年度から定める全国統一の共通基準に基づいて，本市において
も，観光入込客統計・観光消費額統計の調査を実施する。 
 

 
 
 
 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 
 
 



平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

                                 産業観光局 

事務事業名 市民による京都の魅力再発見事業 

新規・継続の別   新規 

予  算  額 8,000 千円 
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未 来 まちづくり推 進 枠

担  当  課 観光部 観光企画課 （２２２－４１３０） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 
京都観光の更なる「質」の向上を図るためには，市民の皆様が京都の魅力を十分に
理解し，観光客に対する温かいおもてなしの心を持つことが必要不可欠である（※）。 
そこで，市民の皆様がもっと京都のことを知り，京都の魅力に気付き，理解を一層
深め，観光客への温かいおもてなし意識を向上するための取組として，「未来・京都
観光振興計画２０１０＋５ 」の重点プロジェクトとして「市民の京都再発見」事業を実
施する。 

 ※平成21年度に実施した市政総合アンケートでは，市民の過半数が半年に一回以下
しか市内を観光していないことが判明した。 
［事業概要］ 
（１）市民による京都魅力体験の仕組みづくり 

市民の皆様に京都の魅力を体験していただけるような仕組みを検討・構築す
る。 

（２）京都観光の意義やおもてなしの心を学ぶための京都観光副読本の作成 
次代を担う子どもたちに，京都における観光振興の意義や効果，おもてなし
の心や実践方法，観光という仕事等について理解を深めてもらうため，小学校
高学年を対象とする京都観光副読本を「ジュニア京都検定テキスト」と連携し
て作成・発行（約2万部）し，平成23年度から市内の小学生に配布する。 

（３）京都観光サポーター制度の構築  
・「市民参加によるおもてなし観光」を推進するため，京都ゆかりの著名人に
就任いただき，京都観光のＰＲに貢献されている「特別観光大使」(※)を充実
させる。 
・「京都おこしやす委員会」を発展させ，京都ならではのおもてなしを実践さ
れている方々の活動をインターネット上で募集・投票し，「おもてなしの達人」
として発信する。 
・地域で活動されているボランティア団体等をネットワーク化するなど，あら
ゆる市民がそれぞれの地域で京都観光の振興に寄与できるよう，観光ボランテ
ィアの裾野を広げていく。           

※「特別観光大使」
森光子氏，島田紳助氏，片岡仁左衛門氏，由美かおる氏，中村玉緒氏，菊川怜氏，照英氏  

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 



平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

                                 産業観光局 

事務事業名 「歩いて楽しいまち・京都」観光案内標識 

アップグレードプロジェクト 

新規・継続の別 新規 

予  算  額 5,000 千円 
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未来まちづくり推進枠 

担  当  課 観光部 観光企画課 （２２２－４１３０）          

［事業実施に至る経過・背景など］ 
 観光客を誘導する標識については，市内全域で合計約 1,700 基設置している観光案
内図板や案内標識等（観光企画課所管）のほか，本市各局や民間事業者など，様々な
設置主体が整備しているものがあるため，デザイン，表記（距離，時間，ピクトグラ
ム，多言語化など）の不統一や，案内先（観光地，駅，バス停，施設等）の基準がな
いこと，更には，数が十分ではないなど，多くの課題がある。 
そこで，国内外からの観光客の満足度を高め，また，「歩いて楽しいまち」，「歩
いて楽しい観光」の一層の推進を図るため，観光案内標識の充実に取り組んでいく。 
 
［事業概要］ 
 観光客一人一人が安心して快適に京都観光を楽しんでいただけるよう，観光客の視
点に立ったわかりやすい観光案内標識の在り方について，関係局からなるプロジェク
トチームにおいて検討を行い，ガイドラインを策定する。 
ガイドラインの策定に当たっては，設置場所，表記内容（距離，時間，ピクトグラ
ム，多言語化），誘導内容（観光地や鉄道駅など），カラーバリアフリーなどのユニ
バーサルデザインに加え，景観と調和する京都らしいデザインについても検討する。 
 また，モデル地域を設定のうえ，ガイドラインに基づいた整備を先行して実施し，
その有効性を検証する。 
 
 
［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 
 
 



平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

                                 産業観光局 

事務事業名 「映画のまち・京都」にふさわしいロケ支援の充実・ 

フィルムツーリズム 

新規・継続の別 新規 
（一部継続） 

予  算  額 8,000 千円 
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未 来 まちづくり推 進 枠

（一部緊急雇用対策

事業） 

担  当  課 観光部 観光企画課 （２２２－４１３０） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 
京都市では，平成17年に「京都市ロケーションサービス推進協議会」を設立し，
本協議会内に「京都市ロケーション・ヘルプ・デスク」を開設するとともに，京都
の魅力，財産である，自然，寺院・神社，茶道，華道などの伝統文化を生かしたロ
ケ支援策に取り組んでいる。 
また，平成 21 年 12 月には，当組織を飛躍的に充実・強化させ，京都市内におけ
るロケ支援の総合窓口として，「京都市フィルム・オフィス」を開設した。 
 
［事業概要］ 
 平成22年度は，引き続き「京都市フィルム・オフィス」を拠点に，様々な取組を
展開する。 
（１）ロケ支援の充実・強化 

フィルム・オフィスのロケ支援の充実・強化を図るため，ホームページで情
報発信するコンテンツの充実を行うとともに，市民の理解と協力が不可欠であ
ることから，啓発活動などを行う。 
・ロケ施設などハード面の情報だけでなく，京都ならではの伝統文化（茶道，華
道，花街など）やそれに関わる人物などのソフト面の情報を充実する 

・京都の映画文化や歴史に関する情報発信を行い，「映画のまち・京都」を市民に
再認識していただくための啓発活動を行う。 

（２） フィルムツーリズムの推進 
京都の魅力をロケ地という新しい切り口で発信することで，若者から高齢者
まで様々な層の来訪が見込め，また，季節に影響されないため，オフシーズン
対策にも寄与することから，ロケ地めぐり観光「フィルムツーリズム」を推進
する。 
・これまでに京都で撮影された映画やドラマのロケ地情報を収集し，インターネ
ットを通じて発信する。 

 
［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 



平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

                                 産業観光局 

事務事業名 京の七夕(仮称) 

新規・継続の別 新規 

予  算  額 50,000 千円 
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未来まちづくり推進枠 

担  当  課 観光部 観光振興課  （２２２－４１３３） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 
京都仏教会からの提案を受け，京都市，京都府，京都商工会議所，京都仏教会，京
都市観光協会及び京都府観光連盟の5者による，観光振興会議トップ会議を平成21年
11 月に開催し，オール京都体制で新たな京都の夏の風物詩となるよう準備を進めるこ
とを確認した。 
現在，「京の七夕実行委員会」(仮称)準備会を立ち上げ，鋭意取組を進めており，
平成22年3月上旬には，「第１回京の七夕実行委員会（仮称）」を開催する予定であ
る。 
 
［事業概要］ 
平成22年8月に「京の七夕（仮称）」をオール京都体制で実施する。 
（１）趣旨 
  過去から受け継がれてきた「一年に一回お願い事をする」という七夕の節句に改 
めて着目し，全国からさまざまな「願い」を募り，京都ならではの現代版・七夕ま
つり「京の七夕（仮称）」事業を実施することにより，新たな観光客の誘致及び産
業振興を図る。 
（２）開催時期 
  平成22年8月上旬の約10日間 
（３）会場及び実施内容（案） 
○堀川（御池通～今出川通間）や鴨川及び周辺施設（元離宮二条城，西陣織会館等） 

    竹と光の演出で作る「光の天の川」やアート作品の展示などを実施 
  ○寺院，神社，門前町 等 
    七夕にちなんだ行事や夜間拝観，ライトアップなどを実施 
（４）主催 
京の七夕実行委員会（仮称） 
（構成）京都市，京都府，京都商工会議所，京都仏教会，(社)京都市観光協会， 

(社)京都府観光連盟，(財)京都文化交流コンベンションビューロー， 
京都府神社庁，地元団体，伝統産業界等 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 



平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

                                 産業観光局 

事務事業名 「大規模国際会議誘致助成金」制度の創設 

新規・継続の別 新規 

予  算  額 3,000 千円 
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未来まちづくり推進枠 

担  当  課 観光部 観光振興課 （２２２－４１３３） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

 京都市では，京都で開催される大規模国際会議に対して会場代をはじめとした開催に
要する経費を支給する開催支援助成金制度を設けている。 
近年，大規模国際会議の開催地を決定するに当たっては，広報宣伝に要する経費な
ど，事前の多額に及ぶプロモーション経費が必要であることから，これらに対する助
成金の有無が開催地決定を左右する大きな要因となっている。 
そこで，国内外の競争が激化している中，経済的・社会的効果の大きいＭＩＣＥ（※）
の誘致・振興を促進するため，全国の自治体に先駆けて，「京都市ＭＩＣＥ戦略」を
策定するとともに，財政面における具体的な支援策として，「大規模国際会議誘致助
成金」制度を創設することにより，国際会議の一層の誘致に取り組んでいく。 
 

※ＭＩＣＥとは， 
「Ｍ」：Meetingは，企業のミーティング等 

「Ｉ」：Incentive は，企業が従業員の表彰や研修などの目的で実施する旅行（企業報奨 

・研修旅行） 

「Ｃ」：Conventionは，国際団体，学会，協会が主催する総会，学術会議等 

「Ｅ」：Event/Exhibitionは，文化・スポーツイベント，展示会・見本市 

 
［事業概要］ 
 支給対象：京都で国際会議の開催を検討している各種団体等 
 助成金上限：一会議当たり100万円 
 
 
 
 
 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 
東京都と横浜市がすでに同様の助成金制度を設置している。 

 



平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

                                 産業観光局 

事務事業名 海外の市場ニーズに対応した京都観光情報ウェブ

サイトの構築 

新規・継続の別 新規 

予  算  額 6,000 千円 
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未来まちづくり推進枠 

担  当  課 観光部 観光振興課 （２２２－４１３３） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

 これまで京都市では，「観光文化情報システム」によるインターネットを通じた日本
語での観光情報の発信や，京都市観光協会及び市内の観光事業者と共同で開設した英
文観光ホームページ｢Kyoto Official Travel Guide｣による外国人観光客への情報提供
等に取り組んできた。 
平成22年度は，外国向けの誘客活動を更なる展開に向け，インターネットを使った
情報発信の強化を図る。具体的には，「観光文化情報システム」及び｢Kyoto Official 
Travel Guide｣の両サイトを再編・統合する。また，多言語化をはじめ，海外の市場ニ
ーズに対応した，より訴求力の強い観光情報の発信を行い，外国人観光客の誘致につ
なげる。 
 
［事業概要］ 

国・地域によって異なる外国人観光客のニーズにきめ細かく対応するため，既存の
外国語版観光ホームページ（「京都市観光文化情報システム」，「Kyoto Official Travel 
Guide」）を再編・統合し，英語，フランス語に加え，新たに6言語（※）による観光
情報ホームページを順次開設する。  
  
（※）6言語：中国語（繁体字，簡体字），韓国語，ドイツ語，スペイン語，イタリア語  
 
 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 
 
 



平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

                                 産業観光局  

事務事業名 京都市観光協会 50 周年事業補助 

新規・継続の別 新規 

予  算  額 3,000 千円 
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 局配分枠 

担  当  課 観光部 観光振興課 （２２２－４１３３） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 
京都観光の振興のために昭和35年に設立された（社）京都市観光協会が，平成22 
年5月に50周年という節目を迎えるため，その記念事業を支援する。 
［事業概要］ 
（１）「50周年記念誌」の作成（平成22年12月，約2,000部発行） 
（２）「記念式典」の開催（平成23年2月，600人規模） 
（３）「地元誌を使った広報」 
（４）「全国京都会議（※）」の地元開催（協議会・懇談会・物産展の拡大実施等） 
（平成22年9月に2日間程度の実施） 

※ 全国京都会議（昭和60年5月設立） 
全国各地に所在する京都ゆかりの市町が提携し，広域観光キャンペーンを実施
するなど，各市町のイメージアップと観光客の誘致を行っている。 
京都市観光協会が事務局を担い，過去に5回，京都市で開催している。 
（昭和60年～62年，平成8年及び15年） 
（事業内容） 
・広域観光キャンペーンの総合企画 
・共同宣伝事業 
・（観光客）受入対策事業 
・各種イベントの実施 
・総会（年1回） 

※昨年の総会は，平成21年10月23日に栃木県佐野市で開催 

※平成10年以降の総会の開催地については，四国・中国・関東甲信越・九州・東北・近畿・

中部のブロック順で持ち回りとし，立候補がある場合は，それを優先している。 
［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 



平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

                                      産業観光局 

事務事業名 2010 年日本ＡＰＥＣ財務大臣会合開催支援事業 

新規・継続の別 新規 

予  算  額 20,000 千円 
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未来まちづくり推進枠 

担  当  課 観光部 観光振興課 （２２２－４１３３） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 
平成22年11月に京都において，「2010年アジア太平洋経済協力(APEC)財務大臣会
合」が開催されることとなった。 
本会合は，域内の財務担当大臣が，所掌する金融政策や為替政策等について討議し，
参加各国の政府要人やプレス等が数多く参加することから，京都の魅力を世界に発信
する格好の機会となる。  
  
＜2010年ＡＰＥＣ財務大臣会合の概要＞ 
開 催 時 期:  2010年11月 
参加国・地域： 21カ国・地域 
 
［事業概要］ 
 本会合の開催を支援するとともに，京都をＰＲする各種取組を実施する。 
 
・ 市・府・商工会議所等による推進組織を設置し，詳細について検討を進める。 
・ 開催地である京都の魅力を国内外に発信するための歓迎行事などを実施する。 
・ 同会合の成功に向け，会議や関連事業に対する開催支援等。 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 



平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

                                 産業観光局 

事務事業名 農耕再生支援事業（耕作放棄地対策） 

新規・継続の別 新規 

予  算  額 5,000千円 
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 局配分枠 

担  当  課 農林振興室 農業計画課 （２２２－３３５１） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 
平成20年度に市内全域を対象に実施した調査により，20.6ｈａの再生可能な耕作放
棄地を確認した。 
京都市としても，農業生産の基盤である農地の確保とその有効活用を推進し，中山
間地域の活性化，地産地消等を図る上で，これらの耕作放棄地を解消する対策が必要
である。 
そこで京都市では，「京都市耕作放棄地対策協議会（仮称）」（※）が，国の「耕
作放棄地再生利用緊急対策交付金」を活用して実施する耕作放棄地の再生対策に対し
て支援を行う。 
  
 ※京都市耕作放棄地対策協議会は，京都市や農業委員会，農協等の農業関係団体がその役割
を相互に補完し合い，耕作放棄地の再生利用の着実な推進等に資することを目的として設立
される組織である。 
 
［事業概要］ 
平成22年度は，4箇所（西京区大原野等）における再生対策の取組への支援を予定
している。 

再生対策 

・ 雑木の除去等を行うことにより耕作放棄地を再生する。 
・ 市民農園や果樹園等として有効活用する有害鳥獣被害防止施設の設置や用排水
施設の改修。 

 
 
［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 
 
 



平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

                                          産業観光局 

事務事業名 越畑「棚田の里」整備事業 

新規・継続の別 継続 
予  算  額 152,700 千円 

未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未来まちづくり推進枠 

担  当  課 農林振興室 農業振興整備課 （２２２－３３５２） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 
右京区北部山間地域に位置している越畑地区では，農産物や水土里

み ど り

豊かな棚田景観を活 
用して，「越畑フレンドパークまつばら」を拠点とした観光農村づくりに取り組んでいる。 
しかし，農業生産活動の基盤である農道や用排水路が未整備の状態にあり，更に農業者
の高齢化・後継者不足も進行している。このままでは景観や地域の存続にも支障が生じる
おそれがあることから，農業生産基盤の整備を中心とする取組を進めることが喫緊の課題
となっている。 
そこで，総延長約 8km に及ぶ農道・水路の整備などに取り組むとともに，整備された
農道等を散策道としても活用する。これにより，越畑地区の中核施設である「まつばら」
への来訪者数の増加をはじめ，総合的な地域振興を図り，未来にわたって発展する活力あ
る村づくりの礎を築く。 
 
［事業概要］ 
 （平成２２年度） 
・里力再生事業      地元検討会議開催，先進地視察，眺望ゾーン設置等 

  ・農業生産基盤整備事業  農道水路整備  Ｌ=4km     
測量設計作業  1式 

（全体計画） 
・ソフト事業（平成21年度～23年度，総額4,500千円（内本市負担2,250千円）） 

    里力再生事業      地元検討会議開催，先進地視察，眺望ゾーン設置， 
活性化プラン策定等 

  ・ハード事業（平成21年度～23年度，総額344,800千円（内本市負担79,300千円）） 
    生活環境基盤整備事業  浄化槽設置１ヶ所（平成21年度） 
    農業生産基盤整備事業  農道水路整備Ｌ=8km，隧道整備Ｌ=60m（平成22年度～ 

23年度） 
  

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 
 



平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

                                           産業観光局 

事務事業名 
「木の文化を大切にするまち京都」実践プロジェクト 

「京の苗木」生産供給体制整備事業 

新規・継続の別 新規 

予  算  額 5,000 千円 
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 局配分枠 

担  当  課 農林振興室 林業振興課 （２２２－３３４６） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 
市域周辺部では，松枯れ・ナラ枯れによる被害とシカによる下層植生・樹木の食害
が著しく，森林の荒廃が進んでおり，森林生態系における生物多様性の低下も懸念さ
れている（※）。 
そこで，被害の防止とともに森林植生の早期復旧に向け，生態系に配慮した苗木の
確保を図るため，「京の苗木」の生産供給体制を整備していく。 
 
※環境モデル都市京都のシンボルプロジェクトである「木の文化を大切にするまち京都・市民
会議」においても，二酸化炭素の吸収源対策として生態系の保全に配慮した持続可能な森林整
備の在り方が検討されている。 
 

［事業概要］ 
京都に本来生育している種類（郷土種）から採取した種子により養成され，固有の
遺伝子を持った「地域性苗木」を生産し，供給する体制を今後３年間で整備する。  
なお，「地域性苗木」の生産体制に対する支援は，政令市で初めて実施することか
ら，先駆的な取組となる。 
〈整備計画〉 
① 資源調査（平成22年度） 
生産対象樹種の選定，樹種分布状況調査 

② 「地域性苗木」の生産技術普及・推進（平成22～24年度） 
苗木の市場調査，生産者向け技術研修，パンフ作成，認証供給体制の確立等 

③ 生産委託と技術移転（平成22～24年度） 
種子の採取，保存，発芽促進，苗木の育成管理 

④ 生産条件整備（平成22～23年度） 
生産圃場及び生産施設の整備等 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 
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平成２２年度 京都市予算案 事業概要 

                                           産業観光局 

事務事業名 
「木の文化を大切にするまち京都」実践プロジェクト 

地域産材普及供給体制整備事業 

新規・継続の別 新規 

予  算  額 5,000 千円 
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未 来 まちづくり推 進 枠

担  当  課 農林振興室 林業振興課 （２２２－３３４６ ） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

「木の文化を大切にするまち京都・市民会議」において，環境モデル都市の範とな
る環境にやさしい暮らしを進めるため，木の文化という視点から地域産木材を生かし
たまちづくりが議論されている。 
市内産木材の利用を進めるためには，公共建築のみならず住宅を中心とする民間需
要を拡大することが必要であるが，地域産材を生活の中に取り入れ，利用する消費者
のニーズに合った木材の規格情報が不足している。 
そのため，地域内の森林資源利用の普及や，誰にでも分かる供給体制，情報提供の
仕組を検討するとともに，原木生産から消費に至る情報を集約するシステムの構築を
検討する。 
 
［事業概要］ 

（１） 市内産木材の生産・流通・建築・消費関係者による「木の文化を具体化させ
る推進委員会」の設立 

（２）「みやこ杣木(そまぎ)」等地域産木材の普及のため，市内産木材のストック情
報システムの構築に向けた具体的検討 

（３） 市内産木材の需要促進と地域産材の利用普及活動の実施 
 
 
 
 
［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 
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